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移行経済への技術移転
ベトナムの事例とその含意＊
トラン・ヴァン・トウ
I．問題意識
　本研究の目的は、計画経済から市場経済へ移行する国に対する技術移転の特徴・問題点
を経済学的アプローチで分析し、経済移行と開発を成功させるための課題を指摘すること
である。ここでいう「技術」とは生産技術だけでなく、各種の管理技術、経営ノウハウを
含む経営資源であるので、多国籍企業の直接投資を通じる技術移転を考えている。事例研
究としてベトナムを取り上げ、2002年までの製造業に対する外国直接投資（FDI）による
合弁企業と外資完全所有企業を分析する。
　ところで、経済移行の戦略は大別して2つの場合がある。1つは急進主義で短期間に国
有企業の民営化を含むあらゆる経済分野の市場化を実現する戦略である。もう1つは漸進
主義で、国有企業のように政治的に敏感な分野の改革を棚上げ、政治・社会の安定を保
ち、長期的に市場を育てながら投資・生産の拡大を重視する戦略である。’〕
　国有企業の改革を棚上げるので漸進主義が成功するためには非国有企業が着実に発展し
なければならない。非国有企業は国内民間企業と外資系企業とに大別できるが、後者が
FDIによって形成されることはいうまでもない。資本、技術、経営ノウハウなどの経営資
源を導入するFDIは移行経済の生産拡大に貢献するし、労働市場をはじめとする各種の市
場形成を促進する効果もある。封しかし、FDIはそのような直接の貢献・効果に止まらな
い。FDIは現地企業への技術移転を通じて国有企業や国内民間企業の効率化をもたらし、
移行経済への幅広い波及効果を与えることができる。本研究は、そのような技術移転の効
果を理論的・実証的に分析するのである。
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稲田大学2002・2003年度特定課題研究奨励費の交付（交付番号2002A572）による研究成果の一部で
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1）経済移行戦略に関する詳細な議論についてトラン（2003）を参照。
2）　トラン（2003）は、移行経済に対するFDIの生産力効果として生産可能曲線（pmduc廿on　possibi1－
i蚊fr㎝tier）の拡延に関する詳細な議論を展開している。また、市場形成に対するFDIの効果につい
てトラン（1996）を参照。
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　以下、第II節は移行経済へのFDIを通じる技術移転を企業の視点から分析する参照枠組
みを提示する。第m節は実証分析の対象になるベトナムヘのFDI関連のデータを解説す
る。第1V節は、ベトナムの移行・開発過程における製造業を中心とするFDIの役割、投
資主体、投資分野別特徴を明らかにする。第V節は合弁会社などの形態による多国籍企業
の活動とベトナム現地企業への技術移転の実態を分析し、市場経済への移行過程のベトナ
ムの特徴・問題点を明らかにする。最後に、この研究の結論と含意をまとめる。
II．分析枠組み
　この節では、多国籍企業のFDIによる技術移転の諸形態を明示し、その移転に関する主
体の行動仮説を述べる。主体とは技術移転を行う多国籍企業及び移転の政策環境をつくる
現地政府である。また、移行経済を特徴付ける国有企業の存在、民間企業の未発達、市場
の未発達、社会主義的イデオロギーの残余などがどのような形で技術移転に影響を与える
かも考える。
　1．技術と技術移転の概念規定
　まず、「技術」と「技術移転」の概念を明確にしておく。披術とは生産技術（財貨とサ
ービスの生産と流通を実現したり改善したりする科学的知識・方法）だけでなく、経営ノ
ウハウ、管理・組織能力、マーケティング能力などを含む。生産技術がハード技術といわ
れるならば経営ノウハウなどはソフト技術である。両方の技術とも重要であるが、多くの
場合（特に生産技術が既に標準化された場合）、後者はより決定的役割を演じている。
Thompson（2003）が述べているように、ソフト技術がハード技術の最適な利用を保証す
ることができる。なお、企業レベルで考えるとハードとソフトの技術を含む総合的概念と
して経営資源（manageria1reSourCeS）とよぶことができる。
　「移転」は3つの形態に分けられる。1つ目は「企業内技術移転」で多国籍企業から（投
資受入国にある）子会社への移転である。2つ目は「企業間水平技術移転」で、多国籍企
業の子会社から同一産業の現地企業への移転である。3つ目は多国籍企業の子会社から後
方連関産業または前方連関産業の現地企業への移転で、「企業間垂直技術移転」とよぶこ
とができる。
　技術と技術移転についてもう少し具体的に述べよう。ある製造企業が外国に子会社（外
資完全所有子会社または現地企業との合弁会社）の設立、工場の建設を行い、ある商品を
生産するFDIプロジェクトを想定しよう。資本の投下によって建設される工場は機械・設
備と作業者（operator）との結合であり、この場合の移転に際しては、機械・設備の移転
と共に作業技術の移転も必要である。生産が行われるプロセスにおいて、在庫、日程、品
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質、作業者の動機付けなどの様々な管理技術が不可欠である。このような管理技術の移転
は、技術者・中間管理者（係長・課長など）を対象に管理の知識をつけたり、そのような
管理者を訓練・育成することである。これらの管理技術は部分的にソフト技術と似ている
が、生産に直結しているし、工場レベルに限定されるものであるので生産（ハード）技術
として分類される。
　この例では多国籍企業は外国に工場だけでなく、1つまたは複数の工場を管理・運営す
るために本社機能（head　o茄ce）も設けなければならない。この本社は、市場戦略や財務
戦略などについて立案し、市場条件の変化や技術の進歩などをフォローし、どのような商
品を企画するか、どのような市場を重視すべきか、新技術を導入すべきか、R＆D活動を
展開すべきか、労務戦略や予算立案をどうするか等々の間題を決定する必要がある。これ
らについてのノウハウは、ソフト技術にほかならなく、本社機能に体化（embodied）さ
れたものである。3コソフト技術の移転は、ハイレベルマネジャーの現地人の養成・育成が
必要で、当初多国籍企業の本国などから派遣された人材が占めたポストに現地人が代わっ
て就けるようになることである。引
　2．技術移転に関する各主体の行動仮説
　まず、「企業内技術移転」は少なくとも生産（ハード）技術に関して、多国籍企業が積
極的に移転すると考えられる。なぜならば作業者の訓練、工場での管理者への知識・経験
の伝授が円滑に行われなければ生産活動が進められない。また、工場レベルの作業者・管
理者数が多いので現地人を使用しなければならないのである。特に途上国へのFDIの動機
はコストが安い労働力を使用することである。
　ところで、ソフト技術の企業内移転は事情が複雑になる。基本的には、「本社機能」の
円滑・効率的な運営を図らなければならないので経営ノウハウなどが多国籍企業から子会
社・合弁会社に移転する必要がある。しかし、この段階の管理者・経営者の数が少ないの
で多国籍企業の本国などからの派遣が少なくない。この段階の人事の現地化の度合いはい
くつかの要因によって規定されていると考えられる。
　第1は生産技術の性格である。先端技術の場合、その拡散・漏洩を防止するために多国
籍企業が子会社をコントロールする傾向が強く、所有形態として合弁会社よりも完全所有
を選択するし、ハイレベルの技術者・マネジャーの現地化を回避または延期する可能性が
ある。
　第2は現地政府の政策である。普通、途上国は多国籍企業に対して税制面の優遇など投
3〕　これに対してハード技術は工場に体化されたものである。
4）本節で述べた技術と技術移転の具体的概念規定は小川（1976）を参考にしたところが多い。トラ
ン（1992）第6章はその概念的枠組みに基づいてタイヘの日系合繊企業の技術移転間題を検証した。
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資への奨励措置（incentives）を与える」方、投資活動の成果を要求すること（perfor－
manCe　requirementS）も多いのである。後者の一部としてハイレベルの技術者・管理者の
現地化促進を要求することである。ここで、第1要因に関する多国籍企業の行動と第2要
因に関する現地政府の政策が一致しにくいので、結局両者の交渉力（bargaining　of
power）によって決まることが多い。例えば、現地政府が人事の現地化条件を緩める代わ
りに製品の輸出比率の引上げや特定産業への投資などを要求するのである。
　途上国としてのFDIの受入国の場合は少なくとも1970年代までナショナリズムの立場
から先進国（多くの途上国にとっては植民地時代の宗主国）の多国籍企業の「搾取」を避
けるためにも外資系企業の活動を強く規制したり、活動成果を要求したりする傾向が強か
った。1980年代以降、経済発展を促進するために途上国同士がFDIを競争して導入するの
でpe㎡o㎜ance　requirementsよりもincenhvesを重視するようになった。ヨ〕また、1990年代
後半以降、世界貿易機関（WTO）に加盟した途上国は、現地調達の義務付けであるロー
カル・コンテンッ（local　contents）などを禁止する貿易関連投資措置（trade－re1ated
investmentmeasures，T㎜M）などがあるため、外資系企業に対する成果要求を原則とし
て撤廃していかなければならない。
　ベトナムや中国のような移行経済の場合、ナショナリズムに加えてイデオロギー問題で
多国籍企業への警戒が根強い。これらの国は長年にわたって多国籍企業を新植民地主義の
先兵と見なし批判してきた。特に民族解放戦争で多くの犠牲を払ったベトナムはそうであ
り、直接投資が経済発展にとって必要だと認識してもそれを導入しながら多国籍企業の活
動への規制を強めたし、規制緩和や改革も少しずつしか進展していない。これらの政策は
直接投資の環境を悪化させ、多国籍企業による技術移転も円滑でないのであろう。
　第3は現地の人材の供給状況である。例えば、ハイレベルの技術者・マネジャーの現地
化が子会社の活動にとって有利であっても、適切な人材が十分供給されなければ現地化で
きないのである。逆に現地側の人材供給が豊富であれば技術が標準化された場合、多国籍
企業はコスト削減の観点から人事の現地化を促進するであろう。
　しかし、多国籍企業の立場からみて企業内技術移転の消極的要因が少なく、むしろコス
ト削減などの理由で積極的移転動機が強い。上記の3つの要因は移転の速度に影響すると
考えられ、長期的にみていずれ移転が行われるであろう。
　次に技術の「企業閻水平移転」を考えよう。同じ産業の現地企業に知識・ノウハウなど
の波及を促進するので産業全体の国際競争力が強化されると期待できる。これまでの研究
（トラン（1992、第3章）、Saggi（2002）など）はその移転のチャネルとして2つがあると
指摘している。1つはデモ効果である。現地企業は外資系企業の活動を観察して技術やマ
5）　このような途上国の立場とその変化についてタイのケースが典型的である。Sekiguchi（1983），
Yamashita（1991），Tran（1993）などを参照。
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一ケテイング手法などを模倣して生産性の改善などをすることができる。もう1つのチャ
ネルは労働の離職に関する効果で、外資系企業で経験・ノウハウなどを蓄積した人が現地
企業に転職したり、独立して新会社を設立したりすることを通じて多国籍企業の技術が現
地経済に波及することができる。
　このような技術移転を規定する要因は何か。第1チャネルに関して外資系企業と現地企
業が地理的に近く立地する場合、そのような移転の可能性が高くなるが・一部の輸出加工
区のように外資系企業しか活動しない場合はそのような可能性が小さいであろ㌔第2チ
ャネルに関しては潜在的起業家精神の豊富な国ほど労働離職による技術移転の効果が強い
と考えられる。しかし、いずれにしても技術の「企業間水平移転」の把握が困難で実証研
究がほとんどない。
　技術の「企業問水平移転」と比べて「企業間垂直移転」は多くの産業に波及するので現
地経済へのインパクトが大きいと考えられる。特に家電製品、自動車など各種機械を組み
立てる外資系企業が後方連関効果を通じて現地の裾野産業（suppoれing　industries）の発
展を誘発することができる。外資系企業の（組み立て）活動は通常2つのルートにより裾
野産業の発展を促進・誘発する。1つは、外資系企業が裾野産業の既存現地企業に部品な
どを発注し、生産性向上・コスト削減・品質改善のためのハード及びソフト技術を移転す
ることで、外資系企業と現地企業とのリンケージ問題である。2つ目のルートは、部品市
場の拡大に伴って組み立て分野の外資系企業が現地企業との新しい合弁会社を設立した
り、外国部品企業が直接投資を行なったりすることによって部品生産が本格化することで
ある。但し、第2のルートは最初の直接投資が誘発した2次の直接投資であるので、本節
の分析枠組みは第1のルートに限定する。
　現地の既存企業への企業問垂直移転を規定する要因は何か。第1は現地企業の潜在的供
給能力である。「潜在的」とは企業がまだ競争力が十分でなくても先進的外資系企業から
技術移転を受けられればコスト・品質とも競争的な部品などを供給できることである。つ
まり、現地企業の存在だけでは外資系企業とのリンケージが必然的に成立しないのであ
る。第2は各種市場の発達である。現地企業の供給能力に関する情報不足、不確実性が高
いことなど市場の未発達により取引費用が高い場合、外資系企業は現地調達が消極的にな
り、輸入に頼る傾向が強まってくるのである。
　最後に技術移転に影響を与えるもう1つの問題である外資系企業の所有形態について触
れておこう。100％外資と合弁企業のどちらが現地経済への技術移転を促進するだろう
か。これまでの研究は、先端技術の移転に拘わるFDIの場合、多国籍企業が合弁よりも完
全にコントロールできる100％所有を好むことを示している。逆に標準的技術を使用する
場合、多国籍企業は合弁を選択することが多いのである。
　完全所有よりも合弁を選択するほかの要因としてPark　and　Lee（2003，p．72）は次のよ
うに指摘している。①現地企業が持っている特別な経営資源（流通経路、人事管理など）
を活用すること、②現地政府の政策変更など各種情報を収集するために現地企業の力を活
用すること、③現地政府の規制によりやむをえなく合弁形態を取るのである。
　所有形態がまた多国籍企業のFDI動機にも左右される。輸出指向型FDIの場合、特にそ
の案件が多国籍企業の世界戦略の一環として位置づけられる場合、多国籍企業の本部との
円滑な調整を図るために多国籍企業が100％外資所有を好むのであろう（Dunning
（1993），Park　andレe（2003））。他方、輸入代替FDIの場合、現地市場に関する情報など
を効果的に収集するために現地企業との合弁が選択されるであろう。
　投資受入国にとってどのような形態が望ましいだろうか。Kojima（1977）は、途上国に
とって100％外資よりも合弁の方が望ましいことを力説している。その理由は、合弁が技
術移転を促進する傾向があるからである。つまり、合弁の場合、現地経営者・管理者が経
営活動に参加できるので多国籍企業から近代的ソフト技術を吸収する機会を得られるので
ある。
　普通、途上国政府は民族主義などの観点から合弁形態しか認めないことが多い（輸出指
向型FDIや地方立地など特別なケースは例外）。しかし、技術移転の観点から見る限り、
合弁形態は円滑な技術移転の十分な条件ではない。技術移転が合弁企業での現地経営者・
管理者の行動に左右されるからである。もし彼らが技術や経営ノウハウの現地化ではな
く、合弁事業の配当の極大化だけにしか関心を示さないなら効果的な技術移転は期待でき
ないであろう。
　以上のような参照枠組みに基づいてベトナムの移行過程におけるFDIと技術移転の実態
と要因を分析しよう。
III．データ・資料の解説
　ベトナムが計画経済から市場経済への転換、いわゆるドイモイ（刷新）政策を決定した
のは1986年12月である。その政策の一環として1987年に外資導入法を制定し、翌年から
FDIの案件が認可されたのである。表1は2002年末現在ベトナムで活動しているFDI件数
をまとめたものである。これは、1987年から2002年12月末までの間に実行芦れた案件で
調査時点にまだ活動を続けているものである。言い換えればFDIが行われたが、破産など
の理由で存在しなくなった案件あるいは外国資本が完全に撤退した案件を当然ながら含め
ないものである。表工に出ている認可額は2002年末まで認可された案件の投資額の累計
で、認可されたが実行されなかった案件、操業中の案件で当初認可された投資額の中でま
だ実行されていない分などが含まれている。実行率は平均55％でやや低めである。これ
は、後述のようにベトナムの投資環境が政策の頻繁な変更などで不安定であったため、投
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表1ベトナムにおけるFDlの分野別件数と実現状況
（2002年末現在）??（??
認可額　実行額（100万ドル川OO万ドル〕　（B）　　（C）
??（?）
製造業
17，750 9，779 55．1
???（?．??
（46．6） （46．8）
ホテル、旅行 132 3，235 2，020 62．4
ビル、住宅 l04 3，424 1，607 46．9
その他 1，04013，717 7，474 54．5
全分野 371138，12620，880 54．8
注）　（）内の数字は、全分野FDIに対する製造業のシェア。
資料）計画投資省（MPI）の資料より収集、作成。
資家が認可案件を取り消したり、当初想定の投資規模を縮小させたりしたためであろう。
また、近年認可された案件はまだ実行中で完全に実行されるのは今後数年閲かかるのであ
る。
　製造業のFDIは件数で全体の約3分の2、認可額・実行額べ一スとも全体の半分弱を占
めている。この製造業でのFDIが本論文の分析対象になるのである。
　製造業のFDIプロジェクトは2，435件（表1）であるが、それらの案件の活動内容に関す
る情報を集めるためにベトナム政府計画投資省（MPI）外国投資案件管理局（2003年6月
から外国投資審査局との統合により外国投資促進局になった）関係者に委託して基礎惰報
をまとめてもらった。2，435件に上る各々の製造業FDIプロジェクトに関して案件名（外
資系企業名）、生産分野、認可年月日、操業開始年月日、投資形態制、所在地、資本金、出
資者とその出資比率、投資当初予定額、投資実行額、売上高（2000年、2001年と2002
年）、輸出額（同）、国内市場販売額（同）、他の外資系企業への販売額（同）、従業員（操
業開始当初と現在）などである。これらの基礎情報をもとに分析し、ベトナムヘの製造業
FDIと技術移転に関する全体的特徴を示す（第1V節）ほか、上記の分析枠組みにそって詳
細な技術移転の問題を分析する（第V節）。
　そのほかに、より詳細な情報を得るために筆者は2003年夏に現地調査を行った。ホー
チミン市とハノイ近辺に立地している外資系企業35社を訪問し、本研究の問題意識にそ
って情報を聴取した。現地調査は繊維・衣類、履物と二輸車・同部品という3つの分野に
集中した。これらの分野はベトナム製造業でのFDIにとってもっとも重要な業種である。
繊維・衣類と二輪車・同部品は事例研究として第V節で詳細に分析している。
6〕外国直接投資の形態は4つある（後出の表5）。合弁、100％外資、経営協力契約（business　coor
erah㎝contract）とBOT（BuildOpera廿㎝Transfer）であ㍍最後の2つの形態は現地で会社を設立
しない。本研究は最初の2つの形態だけを対象にしている。
1V、ベトナム経済移行・開発と外国直接投資
　1．外資導入政策とFD1実績のパターン
　ドイモイの一環として1987年に制定された外資導入法は、優遇税制など各種の奨励措
置（inCentiVeS）を与える一方、外資系企業の活動を制限する各種の規制（regulationS）
を設けたり、企業の行動を方向付ける各種の要求・要請（requirementS）を強めたりし
た。例えば、全員一致原則（出資比率に拘わらず取締役会メンバー全員の同意がなければ
FDI企業の意思決定が成立できないこと）、部品・原材料の現地調達（loca1contents）、二
重価格制（電力料金、通信料など外国企業、外国人に現地企業・現地人より高い価格を遭
用する）などである。
　そのような厳しい内容の法律にも拘わらず、1990年代に入ってから外国企業の対ベト
ナムのFDIを促進する要因が揃ってきたのである。まず、インフレ克服、為替レートの安
定などマクロ経済が安定化するようになったし、経済成長率も着実に高くなり、安定と成
長が両立することができた。第2にベトナムをめぐる国際環境も好転し、日本などの0DA
が本格的に供与され、インフラ整備のメドがついたのである。
　これらの変化に加えて、良い立地条件、高い識字率、大きい人口規模などベトナムの潜
在力が評価され、上記の諸規制など法的・政策的問題点が残っても新たな改革に伴ってい
ずれ改善されることを期待したのである。この背景で94年からベトナムでのFDIブーム
ができた。1992年に20億ドルのFDI認可額が94年に36億、96年に85億ドルまで増加し
た。しかし、97年からアジア通貨危機の影響に加えてベトナムの投資環境が期待された
ほど改善されないし、新たなFDI市場としての中国が注目されるようになった。このた
め、ベトナムのFDIが97年から急速に減少し、99年には92年の実績を下回って、その後
も低迷してしまったのである。
　ベトナム政府はこの傾向を憂慮し、99年の初めから外国企業の投資コストを削減する
種々な改善策を打ち出してきている。例えば上記の二重価格制の大幅な緩和、用地リース
価格の削減などである。この改善策と同時に2000年5月に外資導入法を改正した。新しい
外資導入法は、①外資企業が合弁会社を設立しやすくするようにベトナム側のパートナー
として全ての国内法人企業（家族企業などを含む）が合弁に参加できる。②付加価値税や
外貨調達などにおいて外資系企業の活動が有利になるようになった。例えば従来、国内で
生産できない輸入品のみに適用された輸入税免税は必ずしも国内で生産できないものに限
定されないことにする。③既に国内企業に適用された投資登録制が外国企業にも適用され
る。つまり、投資分野を審査が必要な領域と、必要でない領域に分けて、後者については
登録すれば直ぐ認可証が発給されるのである。④合弁企業の意思決定における全体一致の
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表2ベトナムの主な経済指標に対するFDlのシェア
（％〕
19901995199820002002
国内総生産（GDP）na 6．3 1O．013．313．9
資本形成 13．132．325．O18．618．8
工業生産 16．725．133．239．2 na
雇用
全分野 na 0．4 O．7 O．8 na
製造業 O．4 4．O 9．3 na na
輸出 na 8．1 21．223．230．O
輸入 na 18．O23．128．6 na
注）輸出は石油を含む。1995年の雇用は、1996年のデータ。
資料）ベトナムの統計総局、中央経済管理研究所（ClEM〕の資料から作成。
表3べトナムの製造業におけるFDlトップ5国の輸出比率と資本・労働比率1KlL〕
（2002年末現在）
実行額　売上高　輸出11⑪O万ドル川OO万ドル川OO万ドル〕雇用数（丁一人） 輪出比率　K／L（％〕1・千ドルノ1人〕
A B C D C／B A／D
日本 2，127 9．396 4，418 59 47．0 36．1
台湾 1，625 4，300 1，805 88 42．0 18．5
韓国 1，419 6，O15 3，618 93 60．1 15．3
シンガポール 1，366 4，307 701 17 16．3 80．4
香港 655 2，061 1，510 l09 73．3 6．O
トップ5計 7，19226，07912，052 366 46．2 19．7
FD1全体 9，77933，90213，228 434 39．O 22．5
トツプ5シェア 73．5 76．9 91．1 84．3 ■ ■
注〕1．実行額べ』スの順位。
　　2．実行額、売上高と輸出額は、1988－2002年間の累積。
　　　雇用数は2002年末のデータ。
資料）計画投資省のデータから計算。
原則の適用範囲を縮小させ、従来の4つの事項から2つ（社長・副社長の選任、合弁会社内
規の変更）にしたのである。
　しかし、これらの法的環境の改善は2003年現在になってもまだFDIの再拡大に結びつ
いていない。その理由は法的体系が改善されても法の運用が窓意的で、行政機構も非効率
である上、政策が頻繁に変更されるため、投資環境が不確実で企業にとってリスクが高ま
っているのである。これらの点が技術移転にどう影響しているかについて後に触れること
にする。
　全体的に停滞が続いているが、FDIはベトナム経済の開発・移行過程において重要な地
位を占めている（表2）。例えば資本形成に占めるFDIのシェアは90年代後半に25％以上、
近年では20％前後でマレーシアや中国（約15％）より高く、都市経済の香港やシンガポ
ール並みである。特に工業生産におけるFDIの割合が高く、現在40％に上っている。
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　　　図1ベトナムの製造業における対売上高の輸出比率と労働の資本集約度との関係
輸出ノ売上高（％）
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資料）MP一の集計資料からの整理・計算。
60 80　　　　　　　　　100
K／L　（Sl，O00per1abor）
　ベトナムの製造業への主要な投資国は、認可べ一スで台湾、日本、韓国、シンガポール
と香港の順である。実行額べ一スでは表3に示された通りで、日本と台湾の順位が入れ替
わっただけで、3位以下は認可べ一スと同じである。いずれにしてもベトナム製造業への
FDIの主要国は日本とアジア新興工業経済（NIEs）で、この5カ国が合わせて投資実行額
全体の74％も占めている。各国のパターンを見出すために、累計投資実行額を資本スト
ックとして考え、売上高、従業員などのデータを使って各国のFDI案件の平均資本集約度
（資本・労働比率）と平均輸出比率（輸出・売上高比率）を計算してみた（表3）。これに
よると、香港のFDIは最も労働集約的で、また輸出比率が最も高いことを示している。逆
にシンガポールのFDIは資本集約的プロジェクトが多く、また輸出比率が低い。日本、台
湾と韓国は香港とシンガポールの中間にある。ベトナムが労働過剰な国であるので、主要
な投資国のそのようなFDIパターンはヘキシャーオーリン定理が示唆する方向と同じであ
る。この点は、製造業の分野別FDIの考察からも確認できる。図1は製造業の23分野の輸
出比率（縦軸）と資本・労働比率（横軸）を描いたものである。1つの例外（文具）を除
けば輸出比率と資本集約度との逆相関（輸出性向と労働集約度との順相関）が確認できる
のである。
2．外資系企業・現地企業と技術移転：予備的考察
以下、第m節で述べた分析枠組みに沿ってベトナムでの外資系企業による技術移転を
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考察する。技術移転の諾形態の中で企業間垂直移転（垂直リンケージ）がベトナムにとっ
て特に重要である。なぜならこの移転形態が既述のように関連産業への波及効果が大きい
だけでなく、ベトナム政府の関連政策ももっとも論争的で移転の効果と政策の評価を分析
する必要があるからである。また、国有企業の改革・効率化と非国有企業の健全な発展が
必要な現段階のベトナムにとって外資系企業からそれらの現地企業への技術移転が円滑に
行われるかどうかは極めて重要で意義が大きい問題である。
　この種の間題はケース・スタディが必要で、次節で取り上げることにするが、ここでは
予備的考察として各種企業の特徴とベトナム経済におけるそれぞれの位置付けをまとめる
と共に技術移転に影響を与えそうな外資系企業の所有形態の変化を考察しておこう。
　ドイモイ政策（ユ986）以前、ベトナム経済は国有企薬（国家所有）、合作社（集団所有）
と個人生産単位（消費財・サービス業を営む家族単位生産）という3つの形態の企業によ
って営まれていた。合作社は主として農業に存在したが、民芸品生産、飲食・商業経営な
どにもみられた。ドイモイ後、その他の企業形態（外資系企業、民間国内企業）も生まれ
たが、1990年代初頭までその数が少なかった。
　上記したようなFDIの流れに合わせて外資系企業が1994年以降本格的に増加した。国
内民間企業は会社法が制定された1992年以降認められたが、私的企業の活動がまだ警戒
され、許認可行政が厳しかったので90年代末まであまり発展しなかった。しかし、A［TA
（ASEAN自由貿易地域）の実施の本格化、WTO加盟準備、中国の台頭など地域環境・国
際環境の変化に直面したベトナムは新たなドイモイ政策を図らなければならなくなったの
である。その一環として民問企業の誕生促進、その活動の規制緩和を中心とした新しい企
業法が制定されて（2000）から民間企業数が急増した。2002年12月末現在、ベトナム経
済全体では国有企業5364社、民間法人企業5万7544社、ほかに個人生産単位263万箇所が
あった。工業分野に限ってみると、国有企業が1623社、民間法人企業が1万2538社があ
った。
　国有企業も含めて、全体としてベトナム企業は規模が小さく、体質的に弱い。国有企業
1社当たり従業員数は421人で、従業員50人未満の国有企業数は1O05社、200人未満のそ
れは2026社に上っている。民間企業の場合、1社当たり従業員が5人以下の企業数は1万
2005社、10人未満の企業数は3万社にも上っている。
　表4は製造業を23分野に分けてそれぞれにおいて外資系企業とその他の企業形態がど
のような位置を占めているかをまとめたものである。製造業全体では外資系企業のシェア
が国営企業より高いことが特徴的である。但し、外資系企業は外資100％の場合と現地企
業との合弁があるが、後者はほとんどの場合、外国企業と国有企業との合弁である。その
合弁は通常、国有企業が資本金の30％に相当する土地などの不動産を提供している。そ
の分だけ表4での国有企業のシェアが過小評価、外資系企業のシェアが過大評価になる。
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表4　業種別所有形態別工業生産構造（2000年〕
シェア（％）　　生産額　（当年価格）（1O億ドン、％）
　　　非国宥現地外資系国有企業　　　　企業　　企業
製造業全体 245，017（100．O〕 37，2　　21．241．6
1飲食 70，854 （28．9） 40，0　　32．927．1
2繊維タバコ 5，136 （2．1〕 97－8　　0．81．5
3繊維 13，224 （5．4） 46，0　　14．739．3
4アパレル 11，704 （4．8〕 46，0　　19．934．1
5皮製晶 14，211 （5．8） 17，0　　17．965－0
6木材 4，224 （1．7） 37，7　　41．321．O
7製紙 5，720 （2．3） 41，7　　40．717．6
8印刷・出版 4，067 （1．7） 92．7　　5．71．6
9製油 1，158 （0．5） 0，0　　23．376．7
10化学 18，596 （7．6） 48，8　　12．039．2
11ゴム・プラスチック 9，468 （3．9） 27，2　　36．536．2
12非金属 18，710 （7．6） 56，7　　13．629．7
13鉄鋼 8，459 （3．5） 33，7　　14．751．6
14金属製品 7，475 （3．1） 21，4　　33．545．2
15機械設備 4，315 （1．8） 36，9　　12．150．9
16事務具 8，504 （3．5） O．0　　0．2 99．8
17電気・電子 7，085 （2．9） 30，6　　12．956－5
18ラジオ・テレビ 7，394 （3．O） 18．7　　2．978．4
19医療晶 1，049 （0．4〕 9，4　　17．573．O
20車、バイク 5，379 （2．2） 14．8　　4．980．3
21輸送機 13，838 （5．6） 21．8　　9．468．8
22家具 4，424 （1．8） 8，4　　39．752．O
23その他 25 （O．O〕 O．O　100．O C．O
注）　（）内の数字は製造業全体に対する業種別のシェア
資料〕　統計総局（2002）〃〃舳〃ぴ伽肋加ψ桃召C㈱側M士1∫川切12001。
この点で調整してみると、製造業全体の生産に占める国有企業のシェァは40％を超えて、
外資系企業のそれは35％程度になるだろう。しかし、それでも外資系企業がベトナムの
工業発展にとって大きな存在になるのである。特に白動車、オートバイク、事務機器、ラ
ジオ・テレビなど技術集約的、マーケティング能力などが必要な分野において外資系企業
の存在が圧倒的である。一方、国有企業は広範囲に重要な位置を占めているが、特に政府
の保護が必要で、資本集約的産業であるタバコ、非鉄金属、化学などの重化学工業にその
シェアが大きい。これに対して非国有企業（上記の国内民問法人企業と個人生産単位）は
木材、家具、ゴム・プラスチックなど国内資源を利用し、小規模生産で国内市場向け加工
製造の分野に比較的に大きなシェアを持っている。このように3つの企業形態がそれぞれ
が所有している経営資源を反映して各工業分野の特質に基づいて経営活動を展開している
と言える。
　各種企業の生産構造をみると、飲食品と繊維・アパレルは3つの企業形態とも重要な分
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表5FD1企業の出資比率の推移
（件数、％）
1988－1992　1993－1996　1997－2000　　　合計
合弁・合併企業 417　　（74．2）　　　813　　（57．5〕　　　376　　（29．0）　1，606　　（49．1）
lOO％外資系企業 69　　（12．3）　　　537　　（38．O〕　　　827　　（63．7）　　1，433　　（43．8〕
BCC 76　　（13．5）　　　　62　　　（4．4〕　　　　90　　　（6．9〕　　　228　　　（7．O）
BOT 0　　　（0．O〕　　　　　2　　　（O．1）　　　　5　　　（0．4）　　　　7　　　（O．2）
計 562　〔100．O〕　1，414（100．O〕　1，298〔100．O〕　3，274（100．O〕
注）BBC（BusinessCooperation　Co皿㎞act〕：BOT（Build＿0per目tトTr㎝sfer）
　　（）の数字は全体に対するシェア（％〕。
資料）計画投資省のデータから計算。
野である。このため、次節では外資系企業から国有企業と民問企業への水平企業問技術移
転及び垂直企業問技術移転を考察するために、繊維・アパレルを事例研究として取り上げ
ることにする。他方、家電、白動車、オートバイク（二輸車）などは外資系企業にとって
極めて重要な投資分野であるが、国有企業や民間企業の存在がまだ小さいものである。し
かし、これらの分野の活動は裾野産業に密接に拘わっているので外資系企業と現地企業と
の企業間垂直技術移転の分析にとって適切なケースである。次節ではオートバイクも事例
研究として取り上げたい。
　それらの事例研究に入る前に技術移転全般に影響を与えそうな外資系企業の所有形態に
ついてみておこう。
　ユ990年代半ばまでべトナム政府は特別なケース（製品がほとんど輸出する案件や遠隔
地に立地する案件）を除いて外資完全所有を認めなかった。90年代後半以降、投資環境
の改善の一環としてそのような規制を大幅に緩和した。
　所有形態に関する製造業だけのデータを入手できなかったので2000年末現在のFDI全
体としての傾向をみてみよう。表5は1988年から2000年までの期間を3つ’の段階に分けて
みるものである。外資100％のプロジェクトが着実に増加してきたことが特徴的である。
全体の割合としても着実に伸び、第1段階の12％から第3段階の64％まで上昇してきたの
である。反対に合弁形態の案件が全体の比率として急速に低下してきた。事実、1997年
以降、外国企業がベトナムでの合弁形態を敬遠する傾向をみせていた。新規投資案件が外
資100％を望んだだけでなく、既存の合弁企業を外資完全所有に転換させる動きもみせた
のである。計画投資省（MPI）の資料によれば1997年から1999年4月まで39件がそのよ
うな転換を実現したのである。
　筆者の多くの現地調査の結果を総合して考えると、この現象には次のような背景があ
る。既述のようにほとんどの場合、合弁企業のベトナム側の相手が国有企業であるので合
弁企業の経営陣には国有企業またはその主管官庁の幹部が派遣されたものである。彼らの
多くは企業家精神を持つ経営者よりも役人・官僚として行動するのである。また、合弁企
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業の経営に専念せず、他の仕事を優先する場合も少なくない。その上、合弁企業での全体
一致原則が適用されているので彼ら現地人経営者が一人でも反対すれば意思決定が成立し
ないのである。このような状況では非効率性とリスクが高まってきたので外国企業側が外
資完全所有を選択するようになったのである。
　所有形態の変化が技術移転にどのような影響を与えるだろうか。次節の事例研究を通じ
てこの点も吟味してみたい。
V．多国籍企業の活動と現地企業への技術移転：事例研究
　1．繊維・アパレルのケース
　繊維・アパレルはベトナムの主要な製造業の1つである。2001年に両業種は合わせて
GDPの2．2％、製造業全体の付加価値の11％を占めている。
　1990年代初頭から典型的労働集約的産業であるアパレルはベトナムの重要な輸出産業
として成長した。90年代半ばに輸出総額の15％、工業品輸出額の50％も占めたのであ
る。履物など新しい輸出産業の発展に伴ってアパレルの地位が相対的に低下してきたが、
まだ輸出総額の約1割（2001）を維持しているのである。
　繊維（糸、織物など）はアパレルの中問製品で、紡績（spinning）、織布（weaving）、
ニッティング（knitting）、染色（dyeing）の各段階があ乱表6は・繊維各段階とアパレ
ルにおける所有形態別企業数をまとめたものである。外資系企業の数が多く、全体の約3
分の1に上っており、この産業におけるFDIの存在が大きいことが伺える。特にアパレル
生産においても外資系企業が多いことが特徴的である。国有企業の活動が資本集約的段階
である紡績に特に積極的で、逆に非国有企業が労働集約的アパレルに多い。
　なぜFDIがアパレルに特に積極的であろうか。関連情報をもう少し詳細にみると、台湾
をはじめとするアジアNIEsがベトナムを労働集約的アパレルの輸出基地として活用する
戦略を展開したことがわかる。ほとんどのアジアNIEsのアパレルFDIプロジェクトは平
均規模が小さく、輸出比率が極めて高い（表7）。7〕ところで、日本やフランス、ドイツな
どの先進国もベトナムをアパレルの輸出基地として活用しているが、FDIではなく委託生
産という方式を採用している。この方式では先進国の商社やアパレルメーカーがベトナム
の企業に織物や他の原材料を供給し、加工してもらって出来上がった衣類を買い取って輸
出する。このような委託生産はベトナムのアパレル輸出の60％も占めている（Dang
（2003，P．49））。
　次にアパレル産業における技術移転を考察してみよう。第m節の分析枠組みに沿った
7）例外はシンガポールで、輸出比率が低く、平均規模が大きく、資本・労働比率が高い。しかしなが
らその要因は不明である。今後さらに究明したい。
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表6　所有形態別繊維とアパレル企業数
（社）
工程 全体 国有 非国有 外資系
紡績 99 42 17 40
織布 124 43 24 57
ニツテイング 54 26 9 19
アパレル 659 139 299 221
その他 150 60 65 25
合計 1，086 310 414 362
資料）ベトナム繊維アパレル協会2003年鑑。
表7　ベトナムのアバレル産業におけるトップ投資国のFD1案件の特徴
（2002年末現在）
　外国の　　　　プロジェクト登録資本額　実行額　　売上高　　輸出　　　雇用パートナー　　　　（件数）　（千ドル〕　（千ドル）　（千ドル）　（千ドル）　（人）
台湾 60 152，44099，996 140168120，59618，477
シンガポー，レ 8 86，263 49，510 111，03227，808 3，131
韓国 46 75，561 34，317 43，468 39，366 14212
香港 28 63，353 39，446 876758337412，915
日本 26 47，595 35，382 52，344 49，433 6，010
トツプ5計 168437，213258，651434，686320，57654，745
その他及び国籍不明幸 226 460，565197，846241，575198，64533，693
合計 562460，565197，847241，575198，64533，693
外国の 実行比率 平均規模　　輸出率　　資本・労働比率
パートナー　　　　　　　（％）　　　　（・千ドル）　　（％）　　（1人当たり千ドル）
台湾 65．6 2，541 86．0 5
シンガポール 51．4 12，033 25．0 16
韓国 45．4 1，643 90．6 2
香港 62．3 2，263 95．1 3
日本 74．3 1，831 94．4 6
トツプ5計 59．4 2，591 73．7 5
その他及び国籍不明＃ 43．0 2，038 82．2 6
合計 43．O 820 82．2 6
注）　＊入手のデータに投資家が個人名で記述されるプロジェクトは国籍不明として数えら
　　　れるので、上記のランキング及び各国のデータは、実際と比べて多少の誤差がある。
資料）筆者の調査データから作成。
筆者の現地調査宮〕の結果から次の点が指摘できる。
　第1に、企業内技術移転に関してかなり進展した。工場の操業が開始した段階から機
械・設備の作業者の訓練が進められた。また、工場レベルのエンジニア・管理者及び本社
機能のマネジャーも段階的に現地化されてきた。工場操業の初期段階に工場レベルの監督
者（supemisor）や本社の上級管理者（senior　manager）は多国籍企業の本国からの派遣
8）現地調査は2003年8月にハノイとホーチミン市でアパレルと繊維企業計15社に対して行なわれ
た。一部の企業について2回目の訪問・調査であった。
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者であったが、台湾系企業と香港系企業の場合、台湾・香港からの派遣だけでなく、賃金
がより安い中国人も積極的に使用した。いずれにしても派遣者または中国人は操業開始
3－4年後に帰国し、その仕事をベトナム人に任せたのである。ベトナム人エンジニアの
平均賃金は中国人の約半分、香港・台湾からの派遣者の約25％であるし、現地人の経験蓄
積・技術の吸収能力の向上も評価されたので多国籍企業は積極的に現地化を進めたのであ
る。
　第2に企業間水平技術移転について事実確認が困難であった。調査事例の中で現地人管
理者が外資系企業で経験を蓄積してから独立になり、新しい事業を起こしたいくつかのケ
ースが確認できたが、勤務した外資系企業を辞めた人は全て蓄積した技術を生かして新し
い事業を起こしたわけではない。委託生産の場合、品質の良い衣類を生産してもらうため
に、外国企業が現地企業にハードやソフト技術を積極的に移転したのであろう。
　第3に披術の企業間垂直移転が既述のようにベトナムにとって最も重要な問題で、アパ
レル産業におけるFDI企業または委託生産を行った外国企業が現地の織物生産・紡績会社
などへの垂直的連携（bac㎞ard　linkages）を発生させたかどうかを調べなければならなか
った。その結果によると、委託生産の場合、外国企業が織物などの中問財を完全に輸入
し、現地にほとんど調達しなかった。後藤（2003）も同様な調査結果を示し、現地の繊維
企業がコストと納期における国際的水準を満たした繊維中間財を供給できないので外国企
業が輸入しなければならないと指摘している。
　FDI企業の場合はどうか。一部の企業が国有企業が生産する糸や織物を使用している
が、全体として輸入への依存の傾向が強い。表8によると、繊維とアパレルにおけるFDI
企業は、国有企業と非国有企業と比べて、中問財の輸入依存度が高く、70％前後に上っ
ている。特に外資完全所有の場合、輸入依存度がさらに高まったのである。筆者が過去2
回調査した100％日本出資のあるアパレルメーカーの場合、操業を開始して7年間も経過
したが、主要中問財である糸の現地化率は2002年末現在でもまだ3％しかないのである。
　外国企業と国有企業との合弁の場合、国内調達比率が比較的に高い傾向を見せている。
これは、中間財を生産した国有企業白身がアパレルヘの進出のため外国との合弁を通じて
前方垂直統合を果たす背景があるためである。もう1つの傾向は、アパレルのFDI企業が
ベトナム国内中問財・原材料を調達しても調達先を繊維生産のFDI企業に限定する傾向が
ある。従って、繊維各段階でのFDIが増加していく（90年代半ば以降、韓国と台湾が中心
にベトナム繊維産業へのFDIが増加した）につれてアパレル生産のための中間財の国内調
達も多くなるが、現地資本企業とのリンケージが依然として弱い。
　アパレルと繊維の事例から次の点が浮かび上がった。第1に、企業内披術移転に関して
FDI企業が現地人作業者の訓練、技術者・管理者の段階的登用を積極的に進めて、工場レ
ベルと本社機能レベルでの技術移転が円滑に行われた。これは、第III節で述べた多国籍
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表8繊維とアバレル産業における中間財の供給先
（％、2002年）
供給先 国内調達 輸入 輸入チャネル産業 国内 輸入 企業内 その他 企業内 その他 直接 委託
繊維 45 55 15 85 70 70 57 43
国有企業 48 52 13 87 77 77 58 42
非国有企業 57 43 12 88 9 91 34 66
FD1企業 24 76 25 75 41 41 97 13
アパレル 48 52 5 95 16 84 58 42
国有企業 47 53 13 87 11 89 65 35
非国有企業 54 46 1 99 3 97 48 52
FD1企業 33 67 6 94 44 56 77 23
資料〕CIEM（Da皿gni　D㎝g2003）から引用。
企業の行動仮説に合致するのである。帥第2に、企業間垂直的技術移転が極めて弱かった。
その要因として国有企業を中心とするベトナム国内企業が非効率であるので競争力のある
中間財を供給できないからである。
　21オートバイク（二輪車）産業のケース
　1990年代初頭までベトナムの二輸車市場は小さく、その成長率も低かった。しかし、
表9が示しているように、経済の安定・高度成長への転換に伴って所得水準が着実に上昇
したので90年代半ばから二輪車市場が急速に成長してきた。80年代に二輸車（新車）が
旧ソ連・東欧諾国から輸入されたが、1989年から97年まで国営貿易会社が日本から中古
二輪車を輸入・販売した。90年代末から本格的輸入代替を進めるために新車も中古二輸
車の輸入も禁止された。実際に90年前後から中古二輸車の輸入と同時に国内企業が部品
を輸入し、組立事業も開始した。しかし、国内生産が増加したのは、外国企業が本格的に
直接投資を展開した90年代半ば以降である。2002年6月まで二輪車の組立メーカーが52
社に上り、うち7社が外資系企業である。外資系企業の中でブランドネーム、技術力、マ
ーケティング能力などが抜群なホンダの動きが注目された。ホンダは、マーケットシェア
の急速な拡大で生産開始後15ヶ月で利潤を上げることができた。しかし、タイでのホン
ダ製二輪車と比べてベトナムでのホンダ製の価格が借近く高かった。タイと比べてベトナ
ムでのホンダは強い市場支配力がある一方、小さい市場規模、高い償却費による高い生産
コストに直面したためであろう。高い価格で販売し、高い利潤率を享受できるホンダは早
くもベトナムの世論や消費者の批判を受けるようになった。この背景で現地企業が中国か
ら安価な部品を輸入し、安い価格の二輪車を生産・供給した。これらの二輸車の販売先は
9）　タイの合繊産業における多国籍企業の技術移転を実証したトラン（1992）第6章と．Tran（1995）
も同様な結果を示している。
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表9ベトナムの二輪草の生産と市場規模
　　　　　　　　　　　　（単位：1000台）
国内生産現行使用　　台数 現行使用台数の増加
現地企業 FD1 合計
1990 2770 na na O na
1991 2，806 36 na o na
1992 2，846 40 na 0 na
1993 2，901 55 na na na
1994 3275 374 na na na
1995 3，678 403 na na na
1996 4，209 531 na na na
1997 4，827 618 na na na
1998 5，206 379 na na n目
1999 5，549 343 343 212 555
2000 6，387 838 1，334 2951，629
2001 8，359 1，972 1，884 2852，169
2002 10，273 1，685 900 7851，685
注〕㎜はデータが入手できない。
資料）J1CA＿NEU（2003）、但し、2002年のデータは筆者のヒヤリングの結果。
農村を中心とする低所得者であるが、ホンダのマーケットシェアを侵食できるようになっ
た。これに対抗してホンダも新しいモデルを開発し、中国の部品を使って低価格の二輪車
を供給した。
　」方、ベトナム政府は1998年に部品の現地化を促進するために新しい政策を発表した。
これによると、組立企業各社においてその部品の現地化率によって適用される輸入部品の
関税率も違う。つまり、現地化率が高い企業ほどその企業が輸入した部品に適用される関
税率が低くなる。2000年に入ってから、二輸車の供給の急増に伴って交通事故も増加し、
社会問題化してきた。このため、政府は新規供給二輸車数の上限を設け、年間150万台に
した（前年は約200万台）し、各組立企業に割り当てたのである。そのうちの60万台を割
り当てられた外資系企業の実際の生産計画台数がそれを遥かに超えたし、政策が急に変化
したので政府が批判された。最大の組立メーカーであるホンダは輸入を許可された部品が
2000年8月に底切れになったので9月から操業を停止した。この決定がベトナム内外に大
きく報道され、投資環境の悪化を示す象徴的なものになってしまった。政府は慌てて18
万5000台に相当する部品の輸入を追加し、うち11万台をホンダの分にした。この事実は
時事問題であるが、ベトナムの政策当局の市場経済への理解不足を露呈してしまったもの
として注目できるのである。
　ベトナムの政策の急激で頻繁な変化が二輸車産業の投資環境の不安定・不確実性を高め
た。このような政策も裾野産業の発展を妨げた。なぜなら、組立産業の着実な発展が展望
できない状況の下ではそれに部品を供給するための投資が困難になるからである。次にそ
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表10　ホンダベトナムの生産と現地化の状況
生産 部晶供給企業数（社）
年 千台
?????????ェ???（?〕
???????????????? 現地化比率　　（％）
合計
　うち現地企業
199860 16 na 44（12） 16 5
199990 16 42 51く17） 19 5
2000160 10 54 51（29〕 28 8
2001170 8 60 53（44〕 31 10
2002390 43 63 66（52） 32 11
2003450 37 49 7C（71） 42 13
注）　（）にある数字はFDI申請時の登録の比率。
資料）筆者独白の調査データから作成。
の点も含めて、二輸車部品産業の実態、組立外資系企業と部品供給国内企業との関係を考
察してみよう。
　2002年末現在、部品メーカーが110社で、組立メーカー52社（うち7社が外資系企業）
に供給している。全体に関する体系的情報・資料が不足であるため、以下は業界最大手で
あるホンダの事例を考察することにしよう。ユ。〕
　表10が示しているようにホンダの現地調達率ははじめから高く、しかも急速に上昇し
てきた。現地調達率が投資認可時の登録による計画よりも高かったことも特徴的である。
二輪車産業に適用された規制によると、外資系企業は操業開始年に使用部品などの原材
料・中問財の少なくとも10％に相当する現地調達が義務付けられる。そして6年目にこの
現地調達率が少なくとも60％に引上げられなければならないのである。ホンダの実績が
それらをかなり超えた理由は何か。
　ホンダの積極的現地化政策はベトナムでの二輪車生産拡大の可能性（市場全体の拡大と
白社のシェア拡大）を予想し、それに合わせて部品供給体制を整備したためである。ホン
ダベトナムの生産は2001年に生産能力が40万台であったが、中国製の二輸車の強い攻勢
に晒されて17万台しか生産を実現できなかった。上述のように、ホンダは対抗として
2002年に新しい戦略で低価格二輪車の生産に転換し、生産量を倍以上に、市場シェアも
10％前後から一気に40％台まで拡大した（表10）。この背景でホンダが2002年から生産
能力を60万台まで拡大する計画を決定した（しかし、上述のような政策変更で生産が
2002年に39万台に止まった）。ホンダの積極的現地調達は生産拡大の可能性を背景にした
のである。
　しかし、急速に進展したにも拘わらずホンダの部品の現地化は現地企業とのリンケージ
10）ホンダベトナムは、日本のホンダの出資42％、アジアホンダ28％とベトナム国有企業VEAM30％
　の合弁会社として1996年3月に認可され、97年に操業を開始した。
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が極めて弱いことを示している。現地調達は3つのルートがあり、ホンダの工場内部品生
産（A）、他の外資系企業からの供給（B）と現地企業からの供給（C）であるが、ホンダ
はほとんどAとBルートに依存している。Aはエンジンなど技術集約的部品が中心であ
る。2002年にホンダベトナムの工場内に6つの生産ラインがあり、必要なエンジンの
30％を供給している（残る70％は日本などからの輸入）。Bルートは2003年に外資系企業
29社が形成されている。われわれが関心をもっているCルートについては2003年末現在、
現地企業13社しかホンダヘの部品供給に参加していない。筆者のフィールド調査結果に
よると、ホンダが国有企業を中心に100社以上の現地企業を審査し、技術移転を実現すれ
ば品質が良い部品を供給できる潜在的競争力のある企業を抽出した。その結果、合格・採
用になった企業数が表10の最後の欄に示されている。これによると、1998年にホンダに
部品を供給できる企業数が5社しかなかった。その後、採用された企業が増加してきた
が、2003年になっても13社しかなかったのである。この数は少なすぎるといわざるを得
ない。因みにタイでのホンダの年産能力は100万台で、ベトナムでのホンダの約2倍であ
るが、部品供給の現地企業数が100社以上に上っている。タイでのホンダ事業の歴史が長
いから単純比較できないが、ホンダと現地企業とのリンケージに関する両国の差が非常に
大きいことが示されているのである。
　要するに、繊維・アパレル産業と同様に二輪車産業においても外資系企業と現地企業と
の垂直的リンケージが極めて弱く、FDIから現地経済への波及効果が限られていると言え
る。国有企業が全体として非効率で、裾野産業も未発達であるためである。もう1つの理
由は、そのようなリンケージを間接的に阻害する政策的・行政的要因がある。特に輸出志
向的外資系企業の場合で、その活動に多大な影響を与える典型的な例は付加価値税の運用
である。輸出企業は原則として現地で購入する郡品・原材料を免税されるが、実際に購入
する際、付加価値税を納めなければならなく、後にそれらの部品・原材料を加工して輸出
するなら税金を還元することになっている。しかし、実際問題として還付手続きが複雑で
あるし、時間がかかりすぎるので、外資系企業が現地調達ではなく、輸入に頼る傾向が強
い。
VI．結語：ベトナム事例の特徴と含意
　途上国への直接投資・技術移転に関して多国籍企業が現地政府の政策による各種の誘因
（incentives）を受けると同時に多くの規制（regu－ations）・成果の要求（performance
requirements）を受けなければならなかった。しかし、1980年代以降の直接投資の導入競
争の時代、90年代後半以降のWT0の時代に入ってから多くの途上国が規制・成果要求を
撤廃または大幅に緩和するようになっていた。
移行経済への技術移転 呂7
　ところで、移行過程にあるベトナムの場合、多国籍企業に対する歓迎と警戒という一種
の両面価値的な（ambiva1ent）感情・態度が強かったため、外資系企業の活動に関する規
制緩和などの環境改善が遅れたほか、市場経済への理解不足による政策運営の」貫性の欠
如、非効率な国有企業の存在、民間企業の未熟性、市場の低発達による取引コストの増加
などが特徴的である。このような背景で、多国籍企業の合弁相手はほとんど企業家精神が
乏しい国有企業であるし、新規直接投資が外資完全所有を選択する傾向が強く、既存の合
弁会社も外資完全所有への転換を図る傾向が強い。このため、経営ノウハウなどのソフト
技術の移転が限られているし、現地企業への垂直連関（vertical　linkages）効果、スピル・
オバー効果が弱い。全体としてベトナムでの外資系企業は国民経済の中の飛び地
（enClaVe）になる性格が強い。
　ベトナムは、直接投資を通じる技術移転を効果的に促進するために、国有企業の効率化
のための本格的改革、民間企業の発展を推進していかなければならない。また、政策当局
が市場経済への理解の努力をし、政策環境の安定性・一貫性・長期性を保つと共に、税制
の運用などの面において政策的透明性、行政的効率性を高めて、市場の取引コストを低減
すれば、外資系企業と現地企業とのリンケージが強まり、多国籍企業のハード及びソフト
技術が国民経済全体に波及していくのであろう。
　市場経済へ移行する国は、移行前の社会主義経済・計画経済の形成の歴史的背景によっ
て様々な特徴を持っているだろう。しかし、その背景の違いによる程度の差があっても、
イデオロギーに基づく多国籍企業への警戒、市場機構への理解不足、非効率な国有企業の
存在、企業家精神の欠如などが移行経済の共通点であろう。これらの特徴が多国籍企業か
らの技術移転にどう影響するか、その影響をどう克服すべきか、といった問題に関してベ
トナムの経験が1つの示唆になると思う。
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